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#14-10
【３月２９日～４月４日】

〔ウクライナの報道をもとに作成〕

平成２６年４月８日

在ウクライナ日本国大使館

１．内政

▼大統領選に向けた動き

・２９日、各党は党大会を開催し、ティモシェンコ元首相、ポ

ロシェンコ元経済発展・貿易相、ドブキン前ハルキフ州行政

府長官及びチャフニボク・スヴォボーダ党党首が大統領選

出馬を表明。クリチコ・ウダール党党首は、ポロシェンコ元経

済発展・貿易相を支持し、自身はキエフ市長選に出馬表

明。

・３１日、クリチコ・ウダール党党首は、世論調査で第一人気

のポロシェンコ候補を支持すべきとして、ティモシェンコ元

首相に対し、大統領選挙立候補辞退を呼びかけ。

・２日、地域党チェルニフツィ州支部及びキロヴォフラード州

支部は、２９日の同党党大会における大統領選候補へのド

ブキン前ハルキフ州行政府長官推薦を不服とし、大統領選

候補としてチヒプコ同党副会派長を支持している旨発表。

▼政府の動き

・２日、トゥルチーノフ大統領代行は、国境付近に展開したロ

シア軍は現在も活動中であり、ウクライナのＮＡＴＯ加盟の可

能性は排除されない旨発言。

・３日、アヴァコフ内相、ナリヴァイチェンコ国家保安庁長官

（ＳＢＵ）及びマフニツキー検事総長は、キエフにおける抗

議運動での殺傷事件捜査に関し、中間報告を発表。

・４日、ヤツェニューク首相は要旨以下のとおり発言。

―東部地方を訪問し、言語、歴史、文化及び地方の権限強化

に関し協議する意向。

―ロシアが天然ガス価格を千立方メートル当たり４８５米ドル

に値上げしたことを受け、欧州諸国、特にスロバキア、ハンガ

リー及びポーランドからの輸入の可能性につき緊急の協議を

実施中。

―ロシアの言うウクライナの連邦化は、如何にウクライナを

「破壊」するかという考え。ウクライナは、ロシアのアドバイス

を受けるまでもなく、独自に憲法改正を実施。

▼その他

・３０日、キエフの独立広場において、前政権治安部隊との

衝突において死亡した犠牲者の大追悼集会が開催。

・３１日夜、キエフ市内にて発砲により計３名が負傷する事件

が発生。アヴァコフ内相は、発砲したのはＲＳ活動家１名で

あった旨述べ非難。

・１日朝までに、ＲＳ関係者は、アヴァコフ内相の命令に従い、

武器を放棄してＲＳ本部より退去。

２．外政

▼政府の動き

・１日、トゥルチーノフ大統領代行は、来訪中のグリヴォカピ

チＯＳＣＥ議員会議議長と会談。

・１日、（露国家院が露黒海艦隊駐留期限等を定めるハルキ

フ合意の破棄を決定したことに関し）ペトレンコ司法相は、ウ

クライナ側はロシアとのいかなる合意も破棄する意向は無い

旨発言。ルブキフスキー外務次官は、ロシアによるハルキフ

合意の一方的破棄を非難、国際司法機関に提訴する意向

である旨発言。

・２日、欧州議会欧州地方・少数言語憲章専門家委員会は、

ウクライナにおける少数言語の利用に関し、ロシア語保護は

憲章の枠組みにおける義務のうち半数以上は実施されてい

る乃至部分的に実施されている状態である、またベラルー

シ語、ブルガリア語、クリミア・タタール語、ガガウズ語等そ

の他の言語の保護は追加措置が不可欠な状態である旨発

表。

３．経済

▼マクロ経済

・３日、閣僚会議は２０１４年の主要なマクロ経済指標を下方

修正し、特に、名目ＧＤＰは昨年予測した１，６５０億米ドルか

ら１，５７０億米ドルと修正、インフレ率は本年末には１２％に

達する旨予測、失業率はＩＬＯ基準で、以前に予測された７．

１％から８．２％と修正、更に輸出入の予測をそれぞれ、１，

０４７億米ドルから８２７億米ドル、１，１９３億米ドルから９５３

億米ドルに修正した旨報告。

・４日、ゴロバック世銀分析専門家は、世銀が２０１３年１０月

に２０１４年ＧＤＰ成長率予測を２％としたが、本年のＧＤＰ成

長率はマイナス３％になるだろう、しかしながら、もしウクライ

ナ政府が国家財政を安定化させ、構造改革を履行すれば、

２０１５年は３％の経済成長をし得るだろう旨発言。

▼国家財政状況

・１日、トルチノーフ大統領代行は、２０１４年度国家予算修

正案に署名した旨発表。（当初予算との比較で、歳入は２２４

億フリヴニャ削減、歳出は２５４億フリヴニャ削減）

・２日、ヤツェニューク首相は現在の困難な財政・経済・政治

状況を考慮すれば、国内通貨フリヴニャの価値下落は必然

的であり、公式の為替レートは１１フリヴニャ／米ドルが自然

であろう旨発言。

・３日、シュラパーク財務相は本年の海外からの援助可能額

は１３０億米ドルであり、そのうち、ＩＭＦからは７０億米ドルを

期待している、残りは他のドナー国より受け取ることを期待し

ている旨発言。

▼IMFからの財政援助

・２日、ヤツェニューク首相はＩＭＦからの財政援助に関する
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協力プログラムが４月末には承認されるだろう、そのため、

最高会議は来週、ウクライナが果たすべき条件に関連した

いくつかの法案を可決する必要があるだろう旨を発言。

・４日、ヤツェニューク首相はＩＭＦとの最終的な合意に関し、

合法的な手続きが終われば、財政的な援助のための第一

回目のトランシェが５月の最初の週に行われるであろう、今

後２ヶ月間で、様々な国際協力パートナーから、計３０億米ド

ルを受け取れることを期待している旨発言。

▼EUからの経済支援

・２日、ＥＵ高官は本年６月までのウクライナへの財政援助の

支出に関するスケジュールを作成する予定であり、今後３ヶ

月以内に約８億５千万ユーロが支出されるであろう、ＩＭＦとの

スタンドバイ合意がなされれば、４月に最初のトランシェとして

１億ユーロ、５月に２億５，０００万ユーロ、６月には５億ユーロ

が支出することが可能である旨発言。

４．防衛

▼クリミア関連

・３１日、露最高会議は、黒海艦隊に関するロシア・ウクライ

ナ協定の廃棄通告に関する法律を可決。

・２日、パルビー国家安全保障・国防会議書記は、２，０００人

以上の軍人及び国境警備員、戦車４２両、車両５４両が既に

クリミアからウクライナ本土に移転した旨発言。また、ウクライ

ナ軍の動員は１９，０００人に達し計画の８５％が完了した旨

発言。

・４日、ヤレーマ第一副首相は、ウクライナはロシアとの軍事

協力を止める予定であるが、一方軍産複合体におけるロシ

アとの協力を突然止めることは、ウクライナ経済に深刻な損

失をもたらすため、新たな市場を求める旨発言。また、クリミ

アからの兵士の撤退は、残された装備品の撤収要員を残し

完了した旨発言。

▼その他

・３１日、国防省は、ウクライナ東部付近の露軍が減少して約

１万人強であり、ウクライナ中部と西部は落ち着いている、ま

たクリミアは現下の状況のもと一定の安定化がある旨発表。

・３１日、国防省は、ハルキフ州において地上軍及び空軍の

演習を開始した旨発表。

・２日、トゥルチーノフ大統領代行は、ウクライナ軍は過去４

年間で組織的に崩壊、武装解除されており再軍備が課題で

ある旨、また現代国家は近代的な軍隊なしでは存在できな

い旨発言。

・１日、最高会議は、２０１４年の多国籍軍事演習参加のため

のウクライナ領内への他国軍の立入りを許可する大統領決

定を承認。８つの多国籍軍事演習がウクライナ各地で５月か

ら１１月にかけて実施、１７以上の国から軍人７，０００人以上

が参加予定。

・３日、国防省は、軍と国境警備隊の相互運用性を向上させ

るための合同訓練を実施した旨発表。              

（了）


